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研 究 目的 :医 療 ゃ社会環 境 の変化 に伴 ない クア

ーの あ り方 も新 た な対応 に迫 られ てい る。 諸外国

では、 包括医療等幅広 い概念 で技術 的 ・技能 的 ′

地域的 ,経 済 的 1 / C 種々 の試 み が実 施 され つつ ある

が我 国 では なお この概念 の必要性 の認識 す ら充分

r / Cは得 られてい ない。 若年者 に多発 し生 涯慢 性 に

経 過 し易 い糸承体 腎炎 を例 と して健康支 援、 早期

発 見,継 続 治 療 ,生 活 管理 を含め て看護 の果 すべ

き役 害」夕につ いて考究 す る。

対 象 な らび に方法 :千 葉大学 病院第一 内科 及び

産 婦人科 ,国 立千 葉東病 院小 児科 ,千 葉 県立 仁戸

名 養護学 校 ,千 葉 市教育委員 会保 健体育課 ,千 葉

市学 校検尿判 定委員会 ,千 葉県 予防衛生 協会 ,日

本 学 校保 健会 ,東 京 都世 田谷 区医 師会の協 力 に よ

り各校調査 お よび 資本|の集 計 ,分 析 ,検 討 を行 な

った。

成 績 な らび に結論 :学 校保 健法 規 則改正 に より

昭和 4 9年 4月 以 降義務 づけ られ た学 校検 尿 は、 法

的 には奇数学 年 で あるに もか かわ らず、 全国調査

では7 0 %以 上 の学校 が全学年 に施行 し、 さ ら1 / C 3 0

% の 学 校 で第 3次 の精密検診 まで公 費で実施 され

てい た。 蛋 自のみの検査 は 7 %だ け で、 蛋 自 と糖

又は潜 血、 沈 査の多項 目の検 査が定 着 していた。

第 一 次学 校検尿 の蛋 白検 出率は 4 9年度 2 1 %か ら

5 4年度 1 6 6 % , 腎 臓 疾 患被患率は 0 1 6 % か ら 0 1 1

% と 低 下 してい る。

千 葉市 の小 ・中学 生年 間約 9万 人 の 5年 間 にわ

た る追跡調査 では、 尿所 見異 常者 の約8 0 %は 蛋 白

陰 性 ,血 尿 のみ陽性 の微細血尿 又は無症候 性血尿

群 で あった。 4年 後 それぞれ5 5 % , 3 5 % が 治 癒 し

過半数 に改善 がみ られ たが 1 0 %程 度 に悪化 を きた

した例が あった。新 発見 者は大 部分 自覚症状 を有

しない潜在性 の腎炎 や尿路 感染症 で あるが、 一 部

には急性 糸球体 腎炎 ゃネ フ ローゼ症候群 ,稀 に腎

不全 例 が含 まれ即 日入院 となった。 学校検尿 は順

次組織 化 され定着 しつつ あるが、 成 績判 定 ,事 後
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処理 に関 しては なか問題 が多 く病院 。学 校 ・家庭

を通 して一 貫 した情報伝達 ,生 活管理 シス テ ムが

必要 と思 われ る。

長 期入院療養 を要す る症 例は、 病院併設 養護学

校 での教 育が望 ま しい。 千葉県立仁 戸名 養護学校

児童 。生徒7 9名の調査 では、 養護学 校入学 に より

忠児 の 自立性 ・病気 の理 解 ・家族 関係 ,勉 学 に改

善がみ られ、 家族の支持 が強 か った。 閉鎖 的環境

や病弱 の 自意識 に よる弊 害 を考慮 して積極的 に カ

リキ ュ ラム r C組み込 まれ た各種学校行事 (運 動 会,

遠足 .修 学 旅行 な ど )は 症 例 ごと1 / C適切 に配慮 す

れば病状 に悪形響 をお よぼ さず教育上 有用 で あっ

た。 普通学 校復帰後 は、 主治医 ,担 任 ,養 護教 諭

保 護者間の連繋 は必ず しも密で な く、 特 に養護教

諭の役害」が少 なか った。

学 校卒業後、 成人 ・老人検 診 に至 るまでの音 ・

壮年 期 の検 診 シス テ ムは、 なお不統一 で ある。 千

葉大第一 内科慢性 腎炎抽 出症例lЮ名 の発 症 (発 見

)年 令 は 1 0代2 2 % , 2 0 代 4 2 % , 3 0 代 1 8 % で 大 部 分

を 占め る。 腎炎 は昔、 青年層 に多発 し現在 の検 診

か ら取 り残 され が ちな2 0代 ・3 0代へ の働 さかけ が

今後 の問題 で あろ う。

慢 性 腎炎患者 は全 国に約2 0万人 と推定 され てい

る。 慢 性腎不全 は約 3 5万 人 で あ り、 この よ うな

重症例 では管理 上 の迷 いは少 ないが就職 ・結婚 を

含 め て 日常生活 の指 導や支援 が必要 とな るのは、

特 に急、性 腎炎治 癒後 と潜伏 型 で あろ う。 潜伏型
l t t

一般 に長 期 にわた って病状 安定 し不治 なか ら不変

の ま ま経 過す る症例 が多い。 千 葉大第
一 内科 で の

この よ うな病型 の症例 の 日常 生活は治 ってい ない

と自党 しなが ら正常 に活動 し∞ %以 上 が継 続 して

定期 的 に受診 して意 識 の高 さを思 わせ た。

妊娠 に関 しては、 腎炎 患者 は た とえ治癒 又は病

状安定 して も結婚 ・妊娠 r Cやや慎重 で あ り、 妊 娠

負荷 に対す る母体 の対応 はやや制限 され、 特殊 た

妊婦 指導 と分娩 後検 診が必要 と思 われた。

集 団検尿 が広 く行 なわれ る よ うに なって健康 管

理 の幅 はず い分広が って きた。 医学 的 に もこれ ま

で ょ くわか らなかった腎臓 病 の病態が明 らかに さ

れつつ ある。 小児 ・青年 。成人 とそれぞ れ の分 野

での検 診 ンステ ムを確立 す る一 方、 継続 した長期

にゎ た る援 助活動が行 なわれ る よ う組織 化 を進 め

てい くことが今後 の課題 と思 われ る。


